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自己紹介

日下瑞貴
くさか みずき

◼ 北海道江別市出身、早稲田大学政治学研究科修了

◼ PwCコンサルティング（サプライチェーンマネジメントSCM改革）
→野村総合研究所（物流業界に関する政策提言・戦略作成）
→アセンド株式会社を創業

【論文/講演/委員】
◼ 運輸デジタルビジネス協議会（TDBC）理事
◼ 「ロジスティクスイノベーション推進室委員会」

「ロジスティクス経営指標調査」、日本ロジスティクスシステム協会
◼ 論文「フィジカルインターネットによる物流課題の解決」、

ヤマト総合研究所（学術論文部門受賞）
◼ 講演「物流DXの課題と今後」東京都トラック協会
◼ 講演「フィジカルインターネットによる物流課題の解決」

全日本トラック協会

【国・業界団体支援実績】
◼ 貨物自動車運送事業における取引状況調査（国土交通省）
◼ カーボンニュートラルの実現に向けた輸送形態の調査（国土交通省）
◼ 物流版ダイナミックプライシングエンジンの構築（内閣府）

https://jta.or.jp/member/seinen/dx.html

【全日本トラック協会と共同制作「物流DX動画」】

https://jta.or.jp/member/seinen/dx.html
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物流に関わる法規制・行政の動向



4

2023年6月の物流政策パッケージの閣議決定を皮切りに、5月には改正物流二法が公布、直近9月に法律の内容を規

定する政省令の案が発表され、具体的な規制に向けた活動が本格化しております。

物流に関わる行政・法改正の動向

2023年6月

2023年11月

2024年2月

2024年4月

2024年9月

「物流革新に向けた政策パッケージ」

閣議決定

「物流革新緊急パッケージ」

閣議決定

改正法律案 閣議決定

時間外労働上限規制・

改正改善基準告示 適用開始

第3回三省合同会議にて方針案策定

2024年1月頃 改正物流二法に関わる政省令 公布

①商慣行の見直し、②物流の効率化、③荷主・消費者の行動変容について、

抜本的・総合的な対策を「政策パッケージ」として策定

可及的速やかに各種施策に着手するとともに、輸送力不足の解消に向け可能な

施策の前倒しを図るべく、緊急的に取り組む事項として「物流革新緊急パッ

ケージ」を決定

2024年問題に対応し、物流の持続的成長を図るため、「流通業務総合効率化

法」「貨物自動車運送事業法」の改正法律案を2月13日に閣議決定

ドライバーの時間外労働時間が960時間に規制され、

それに合わせて改善基準告示(拘束時間・休息時間)も改正

9月26日の第3回三省合同会議ににて、特定事業者の指定基準や規制的措置への

対応状況の判断基準など、政省令に規定する内容が審議の上で公表

上記の方針案およびパブリックコメントを踏まえて、

判断基準や特定事業者の選定基準を含めた詳細を定める政省令が制定・公布

2025年4月 改正物流二法 施行 「流通業務総合効率化法」「貨物自動車運送事業法」の改正法律案の施行

2024年4月～5月 物流改正二法 可決・公布
「流通業務総合効率化法」「貨物自動車運送事業法」の改正案が

4月26日に可決され、5月11日公布
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政策パッケージの議論を踏まえ、法改正により、商慣行の見直し、物流の効率化、荷主・消費者の行動変容に向

けた実効的な働きかけを推進。

改正物流二法の概要

詳細

対象

法律

荷主・物流事業者に対する規制

流通業務総合効率化法

トラック事業者の取引に対する規制 

貨物自動車運送事業法

◼荷主・物流事業者に対し、物流効率化のために取り組むべき措置について

努力義務を課し、当該措置について国が判断基準を策定。

◼上記取組状況について、国が判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を

実施。

◼一定規模以上の事業者を特定事業者として指定し、中長期計画の作成や

定期報告等を義務付け、中長期計画に基づく取組の実施状況が不十分の

場合、勧告・命令を実施。

◼さらに、特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任を義務付け。

◼元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿

の作成を義務付け。

◼荷主・トラック事業者・利用運送事業者に対し、運送契約の締結等に際して、

提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含

む。）等について記載した書面による交付等を義務付け。

◼トラック事業者・利用運送事業者に対し、他の事業者の運送の利用（=下

請けに出す行為）の適正化について努力義務を課すとともに、一定規模以

上の事業者に対し、当該適正化に関する管理規程の作成、責任者の選任

を義務付け。
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改正物流二法においてはこれまでの物流事業者に対する規制に加え、荷主にも規制的措置を課した上で、

運送事業者に対してもより踏み込んだ対応を求める内容となっております。

改正物流二法における規制的措置

規制的措置 荷主
トラック
事業者

利用運送
事業者

措置の内容・要旨

特定事業者指定 〇 〇 ー
• 重量を基準に特定事業者を指定し、
中長期計画の作成、定期報告を義務付け

• 特定事業者の指定基準についての詳細は後述

物流統括管理者の選任 〇 ー ー
• 特定事業者に指定された荷主（特定荷主）に対しては、
役員などの経営幹部から物流統括管理者の選任を義務付け

物流効率化措置 〇 〇 ー
• 物流効率化に向け、「荷待ち・荷役時間の削減」「積載率の
向上」を努力義務化

運送契約の書面交付 〇 〇 〇
• 運送契約締結の際には、提供する役務内容・対価などを記載
した書面の交付を義務付け

実運送体制管理簿の作成 △ 〇 〇

• 実運送体制管理簿の作成を義務付け

• 実際に運送を担う事業者名と請負階層を記載

• 実運送会社から元請けへの通知を義務化

下請け行為の適正化 ー 〇 〇
• 下請け適正化を努力義務化し、規模の大きい事業者に対して
は管理規定作成、責任者選任を義務化
（指定基準については現状未発表）
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9月26日に開催された第3回の三省合同会議にて、荷待ち・荷役時間の削減および積載率に向けた全体目標が公表

され、今後はこの目標の実現に向けて、官民共同して取組を推進していくことが求められます。

第3回三省合同会議の取りまとめ内容（全体目標）

荷待ち・荷役時間 積載率

• 2028年度までに、全トラック輸送のうち５割の運行で

荷待ち・荷役等時間を１時間削減し、

ドライバー１人当たり年間125時間の短縮を実現する

• 1運行あたりの荷待ち・荷役時間が計2時間以内となる

よう荷待ち・荷役時間を削減

• 1回の受渡しごとの荷待ち・荷役等時間を１時間以内とな

るよう目標設定

• 2028年度までに、全トラック輸送のうち５割の車両で

積載効率150パーセントを目指す

• 全体の車両で積載効率44パーセントへの増加を実現

• 重量ベースだけでなく、容積ベースでも改善を図ること

が望ましい。

上記全体目標の実現に向けて、荷主・運送事業者に対して講ずべき措置の提示および

規模の大きい事業者を特定事業者に指定し、取組の中期計画策定・定期報告を義務付け
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保有車両台数 150台以上の貨物自動車運送事業者は特定事業者に指定されることになり、中長期計画の策定および

毎年度の定期報告への対応が必要となります。

特定事業者の指定基準

荷主・

連鎖化事業者

取り扱い貨物の重量 

9万トン以上

倉庫事業者

貨物自動車

運送事業者

貨物の保管量 

70万トン以上

保有車両台数 

150台以上

◼ 特定事業者の指定基準 ◼ 特定事業者の対応事項

中長期計画の策定

• 5年に1度提出（計画内容に変更がない限り）

◼ 記載項目 ◼ 記載事項

1. 「運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨

物の重量の増加」

2. 「運転者の荷待ち時間の短縮」

3. 「運転者の荷役等時間の短縮」

（ⅰ）実施する措置

（ⅱ）具体的な措置の内容・目標等

（ⅲ）実施時期等

（ⅳ）参考事項

定期報告

• 毎年度、努力義務の実施の状況について報告を実施

◼ 記載内容

1. 各事業者ごとの判断基準の順守状況（チェックリスト形式を想定）

2. 判断基準と関連した取り組みに関する状況

（関連事業者との連携状況など、自由記述を想定）

3. 荷待ち時間などの状況
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今後行政によりモニタリング調査が実施される予定の取組状況の判断基準を踏まえると、共同配送の推進や

荷主・他の運送事業者との連携、デジタル化推進に向けた投資が取組として有効になります。

貨物自動車運送事業者の取組状況の判断基準

改正法措置の

実効性確保に

関する事項

積載率の向上

• 複数荷主の積み合わせによる輸送網の集約

• 荷主・他のトラック事業者と連携した配送の共同化

• 求貨求車システムを活用した帰り荷の確保

• 配車システムの導入等による、配車・運行計画の最適化

• 輸送量に応じた大型車両の導入等による、運送ごとの貨物総量の増加

• 荷主が荷役・荷待ち時間の把握が難しい場合の情報提供

（デジタコを活用）

• 受け渡しにあたっての寄託者・貨物に関する詳細情報の適切な把握

• 関係事業者がトラック予約システムを導入している場合はその利用

• 到着遅延の場合のタイムリーな報告、必要以上の早期到着を防ぐ

効率的な配車・運行

• 取引先に対する、標準仕様パレットの活用、共同輸配送のための個建

て運賃の導入、リードタイムに応じた運賃設定などの提案

• 物流情報標準ガイドラインへの準拠などの物流データの標準化

• トラックドライバーの積卸作業負荷軽減

（パワーゲート車導入、荷捌き施設整備など）

• 積載効率向上などにあたっての関係法令の遵守（過積載防止等）

貨物自動車運送事業者等の取組状況の判断基準 判断基準を踏まえた対応事項

• 帰り荷の確保や大型車両への切り替えはすで

に取り組んでいる事業者がほとんどで、取組

余地はそこまで大きくない

• 一方で荷主・他の運送事業者と連携した輸配

送共同化は実施できている運送事業者はそこ

まで多くないため、取組余地・効果は大きい

• 共同輸配送の実施に当たっては、多数の関係

者との柔軟な調整に向けた配車システムの導

入、物流データの標準化、柔軟な運賃設定へ

の変更が必要

• また、共同輸配送の実現や配車・運行の最適

化、適切な運賃提案の実施には荷主の協力は

不可欠であり、荷主との交渉・協議の場の設

定、良好な関係構築に向けた営業体制の整

備・強化を実施していくことが有効

※2024年9月26日 三省合同会議 取りまとめ方針案より一部抜粋



10

物流統括管理者のミッション
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ロジスティクスイノベーション推進委員会

JILSロジスティクスイノベーション推進委員会では、『物流変革を目指す全ての方々へ「人材×変革」』を発刊

し、企業における物流イノベーションのセクションを担当し、CLO/ 物流統括管理者の役割や働きについて提言
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米国では経営課題としてサプライチェーンが捉えられている一方で、我が国においては、ロジスティクス／サプ

ライチェーン変革の主体が不在である状況が顕著になっている。

日本におけるサプライチェーン統括組織の設置状況

出典：日本ロジスティクスシステム協会『物流変革を目指す全ての方々へ「人材×変革」』
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サプライチェーンの統括組織が設置されず、物流改革が進まない場合、荷主企業ではオペレーション及びコンプ

ライアンス上の物流リスクを抱えることになる可能性がある。

荷主企業が直面する物流リスク

■ サプライチェーン統括組織の不在によるリスク

オペレーション

上のリスク

リスク①

コンプライアンス

上のリスク

リスク②

物流供給能力が不足し「荷主が選ばれる時代」の中、

必要な輸送リソースを調達できない、あるいは遅延を前提とす

るような大幅なサービスレベルの低下が発生する。

政策パッケージで定義されるよう「荷主の物流責任」が高まる

中、適正な管理体制を構築できなければ、法令・コンプライア

ンス違反等となり、企業の社会的責任を果たせず、大きなレ

ピュテーションリスクも抱えることになる。

出典：日本ロジスティクスシステム協会『物流変革を目指す全ての方々へ「人材×変革」』
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変革の主体として期待されるが物流統括管理者及び高度物流人材。

物流統括管理者はCEO直下の組織としてサプライチェーン全体に責任を負う。

物流統括管理者/CLOのミッション

出典：日本ロジスティクスシステム協会『物流変革を目指す全ての方々へ「人材×変革」』
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物流統括管理者は「経営責任者」として、物流効率単独ではなく、機会損失と資本効率といったPL/BS全体の中で

のトレードオフの関係に留意しつつ、輸送効率を考えていく必要がある。

「経営」としての物流統括管理者/CLOの責務

機会損失 資本効率

輸送効率

• 在庫積み増しによる販売機会の確保

• 利益向上に向けた積極的な資本投下

• 在庫削減によるBS圧縮

• 投下資本（投資・人員）の効率的活
用

• 物流効率を考えた在庫配置

• 積載率の向上、荷待ち・荷役時間の
削減に向けた資本投下

従来の経営層

物流統括管理者の責務の範囲

在庫量・投下資本

のトレードオフ

顧客サービスレベル

のトレードオフ

投下資本の

トレードオフ
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物流に関連する各部署間ではPL・BS視点で追及している内容が異なっているため、

物流統括管理者/CLOには各利害を物流効率の視点で調整し、全社最適を追求することが求められる。

各部署から見る物流と物流統括管理者が果たすべき役割

PL

営業

生産

調達

• 顧客向け輸送コストの削減

• 物流サービスレベルの向上、
リードタイム短縮

• スケジュールに合わせた
原材料の供給

• 生産計画の実現に向けた
生産物流の構築・実行

• 調達コストの極小化

• 安定供給できる物流網の
構築

• 欠品防止に向けた
販売在庫の積み増し

• 安定した原材料在庫の確保

• 製品在庫の極小化

• 安定供給が可能な原材料
在庫の確保

財務

• 物流コストの削減・最適化

• 物流プロセス効率化による
キャッシュフロー改善

• 製品・原材料在庫の極小化

• 物流への投下資本の効率的
な活用

全体最適視点での

在庫水準の設定、在庫調整

物流サービスレベルの向上

原材料・製品の安定供給に向けた

物流網の構築・管理

投下資本あたりの物流効率の向上

最適な輸送リードタイムの設定

物流コストの最適化

BS

■ 物流起点でCLOが各ファンクションと調整すべき事項
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物流統括管理者は全社横断的に広範な物流管理責任を負うことが期待されているため、管理すべき指標・対象・

方法についても大きな変化が生じる。

物流統括管理者がコントロールすべき指標と方法

■ 物流統括管理者が追うべき指標・対象・方法

指標

対象

方法

• 物流部に閉じた管理指標

• 売上高物流費や誤配・遅配率に
代表される「結果」の指標

• 物流部の関係範囲

• 発注先の元請企業

• エクセル等によるアナログな管理

• 元請物流企業からの報告による「リ
アクティブな対応」

• 全社的な管理指標

• 積載効率や待機時間等に代表される
「過程」の指標

• 全社横断的な範囲
（物流管理計画の作成）

• 元請企業に紐づく実運送企業
（実運送体制管理簿の運用）

• 全社横断的なシステム管理

• 元請および実運送会社をまたがる
情報連携およびシステム管理による
「プロアクティブな対応」

従来の物流部の責務 今後の物流統括管理者の責務
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より高次なロジスティクスの実現に向け、物流統括管理者には「①財務・会計目線でのロジスティクス管理」

「②デジタル化とデータ分析」「③社内外ステークホルダーとの連携強化」が求められる

まとめ：物流統括管理者/CLOのあるべき姿とは

個別最適な物流コストの可視化のみならず、財務指標を活用した全体最適な物流業務の管理・運営および定常モニタ
リング可能な体制の構築により、物流業務の効率化を目指す。

提言
①

業務デジタル化に向けた投資を積極的に行うことで、各種輸配送業務のデータ化を推進し、輸送キャパシティの把握
や中継輸送、共同輸送を実現させる。また、蓄積したデータを利活用することで、輸配送におけるCO2排出量の可視
化・削減に向けた取り組みを推進する。

提言
②

自社の調達・生産部門および調達先・販売先等の社内外ステークホルダーとの協業を強めることで、リードタイムの
延長やロット集約を実現し、持続可能かつ効率的なロジスティクスを推進する。

提言
③

荷主企業における将来の物流・ロジスティクスレベルのイメージ

CLO / 物流統括管理者物流管理システム

デジタル投
資

ドライバーA

配達先

中継輸送

自社倉庫

運送依頼

データ分
析

ドライバーB

輸配送業務

データ蓄
積

②デジタル化とデータ分析

輸送キャ
パ

の可視化

CO2排出量削
減

CO2

改善施策の検討・実行・検
証

①財務指標を活用したロジ管理

財務会計

管理会計

③社内外関係者との連携強化

物流統括責任者 調達先・販売先
社内部署
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Appendix
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改正物流二法の成立を踏まえ、運送事業者には荷主の物流改善への協力、輸配送の共同化推進、法令にて義務化

された事項への対応が必要であり、そのためには各種アクションを計画的に実行していく必要があります

法改正を踏まえた運送事業者の課題と打ち手

今後対応すべき事項法改正を踏まえた課題

荷主の物流改善
への協力

輸配送の共同化
推進

法令対応

• 改正物流二法の成立により、荷主にも定量的

な物流改善に取り組む義務が発生

• 実際に輸送に関わる運送事業者として、

荷主の改善取組への協力が今後求められる

• 積載率の目標達成に向け、取組余地の大きい

荷主・他の運送事業者と連携した輸配送の

共同化の推進が必要

• 対象企業は実運送体制管理簿作成・

契約の書面化は義務であり取組が必要

• 特定事業者となる運送事業者(150台以上)は

中期計画・定期報告への対応準備も必須

荷主との対話・交渉の推進

法定書類・規制的措置
への対応準備

デジタル化・物流DXの推進

１

2

3
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今後政省令で規定される荷主が取り組むべき事項の実現に向けては、運送事業者の協力が不可欠であり、自社の

ビジネスの拡大も視野に荷主への能動的な提案、お互いWin-Winになる対話交渉の実施が望まれます。

対応すべき事項① 荷主との対話・交渉の推進

荷主として取り組むべき事項

※2024年9月26日 三省合同会議 取りまとめ方針案より抜粋

実効性確保
に向けた
措置

• 物流データの標準化

• 責任者設置、社内教育などの実施体制整備

• トラックドライバーへの適切な情報伝達

• ドライバーの安全・休憩環境の確保への配慮

• 運送契約締結時の「標準的運賃」の活用

• 必要に応じた契約交渉の実施、契約内容見直し

積載率
向上

• 適切なリードタイムの確保

• 発送量・納入量の適正化

• 配車・運行計画の最適化

• 荷主間の連携推進

• 社内関係部門（営業・調達など）の連携促進

荷待ち・
荷役時間
の短縮

• 予約システムの導入による出荷・納品日時分散

• 受発注の前倒し等による適切な作業時間の確保

• 輸送用器具の導入による、荷役等の効率化

• パレット標準化推進

• 検品・返品水準の合理化、検品効率化

• 事前出荷情報の活用による、伝票・検品レス化
② 荷主とWin-Winになる対話・交渉の実施

• 改正物流二法により運賃値上げや業務条件改定に向けた土壌は出来上がっ

ている状況

• 一方で時流に乗った形での安易な値上げ打診は危険であり、

荷主側のニーズをくみ取った上での対話・交渉が必要

• 荷主の取り組み事項への対応力や今後の輸送持続性を訴求して、

お互いがWin-Winとなる対話・交渉を実施することが肝要

① 荷主の物流高度化に向けた能動的な提案

• モニタリング項目である積載率の向上には、実輸送を担っている運送会社

の協力は不可欠

• 輸送ロット・配送計画最適化や共同配送実施を運送事業者から能動的に提

案することで、荷主の物流高度化に貢献し、長期的な物流パートナーとし

ての立ち位置を確立

• 物流データの標準化に対しても運送事業者でのシステム導入・連携を図る

ことで支援が可能

荷主に対して取るべきアクション
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運賃交渉にあたっては安易に値上げ金額を提示するのではなく、事前に社内での収支分析・優先交渉先の選定な

どを実施した上で、荷主にもメリットがあることを示す提案を実施することが肝要です

【参考】適切な運賃交渉の進め方

売上・原価データ 収集

分析結果の議論・交渉先選定

データ分析・利益率算出

運賃交渉資料の作成・交渉実施

• 取引先別の利益率算出に必要なデータを収集

– 売上データ

◦ 請求書、経理データ、配車データなど

– 原価データ

◦ 支払請求書、経理データなど

• 収集したデータを分析し、利益率を算出

– 利益率の算出粒度については顧客別、案件別、コース別、
車両別など可能な限り細かい方が望ましい

– データ不足などにより分析ができない項目については、
一定の按分基準、数値仮置きにより分析を実施

• 利益率の分析結果について社内にて議論を実施

– 分析結果についての所感

– 利益率が低い案件・取引先の要因分析

• 運賃交渉を実施する先、交渉の優先度を設定

– 売上金額、交渉の難易度などを基準に優先度設定

• 優先度の高い先から順番に運賃交渉を実施

– 分析データをもとに客観的な数値に基づく提案書を作成

– 収支情報を可能な限り開示し実情理解を重視

– 値上げの結果得られた原資を輸送継続や人員確保、業務効
率化、システム導入など、顧客にもメリットのある投資に
活用する旨を示す

1 2

3 4
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物流改正二法の施行により多数の規制的措置への対応が必要となる中で、特に実運送体制管理簿作成・運送契約

の書面交付に膨大な工数が見込まれるため、デジタルツールの活用などによる運用の効率化が望まれます

対応すべき事項② 法定書類・規制的措置への対応準備

実運送体制管理簿
の作成

運送契約の
書面交付

中期計画の作成

定期報告

元請事業者

一定規模以上の
運送事業者

特定事業者
(保有台数 150台以上)

下請け行為の
管理規定作成

運送契約を締結
する全事業者

対応事項 対象 記載内容

• 実運送事業者の称号または名称、貨物の内容、運
送区間、請負階層、その他国土交通省令で定める
事項の記載が必要

• 運送の役務の内容およびその対価、運送の役務以
外の内容およびその対価、その他国土交通省令で
定める事項の記載した書面の交付が必要

※ 詳細前述のため割愛
（資料 P.12ご参照）

※ 詳細の公表がないため割愛

留意点

• 貨物の運送単位での作成が必要

• 書類の様式に指定はなく、電磁的記録でも可

• 運送完了から1年間の保管が必要

• 対荷主、対協力会社すべての運送契約が対象

• 電磁的記録でも可

• アナログな運用で適切に作成する
には膨大な工数が発生

• デジタルツールを活用し、
簡易に記録・作成できる運用を
構築することが有効
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物流改正二法の施行により多数の規制的措置への対応が必要となる中で、特に実運送体制管理簿作成・運送契約

の書面交付に膨大な工数が見込まれるため、デジタルツールの活用などによる運用の効率化が望まれます

重点的に取り組むべき事項

① 受発注の連携による管理簿作成の効率化 ② 現状把握～整理～書面提示の推進

従来

元請

あるべき
姿

実運送体制管理簿

２次請け ３次請け

電話・FAX等のやり取りだと複数社からの情報とりまとめが膨大な工数に

作成

輸送依頼

受託

運送情報連絡

輸送依頼

受託

運送情報連絡

元請 ２次請け ３次請け

受発注・情報連絡をシステム上で実施することで、実運送体制管理簿に必要なデータを
システムに蓄積し、スムーズかつ正確な実運送体制管理簿の作成を実現

実運送体制管理簿

受発注・情報連絡

システムで自動作成

受発注・情報連絡

• 従来の輸送手配の仕組みでは、実運送会社情報を多重下請け構造を通じて取得する必要

があり、取得に膨大な工数がかかり、不正確な情報となる可能性も大きい

• 受発注作業をシステム上で行い、その情報をデータベースで一元管理することにより、

自動的に実運送体制管理簿を作成する方法が効果的

• 受発注連携は荷主や協力会社との調整・合意が必要不可欠であり、実現に一定時間がか

かることから、まずは自社の配送管理システム内にて必須記載項目の情報を集約するこ

とから始める形がベター

協力会社
一覧化

書面提示

契約内容
整理

• 輸送を依頼している協力会社を全社で洗
い出して一覧化

• 実運送先がどこになるのかの確認も併せ
て実施するとベター

• 一覧化した協力会社ごとの契約内容を業
務内容・料金などで整理

• 契約内容の整理と併せて、書面提示の有
無を確認

• 提示がない場合、もしくは不明な場合は
書面の再提示を実施

• 契約締結時に書面提示をルールとする形
での社内規定・運用体制を整備

• 書面化の実施状況の確認にあたっては

①協力会社の現状把握・一覧化、②契約内容の整理・書類提示の有無の確認、

③書面の再提示のステップで進めていくことが有効

• 書面提示がすべて完了したことで終わらせることなく、継続的に書面での契約締結・提

示ができるようシステムの導入や社内規定の整備を推進することが肝要

• 協力会社の現状把握の際に実運送体制管理簿の作成も見据えて、どの会社が実運送を

担っているのかの確認も併せて実施することがおすすめ
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物流改正二法を踏まえた各種対応事項の推進に当たってはデジタルツールを活用した業務の効率化が必要不可欠

であり、デジタル化・DXを推進できる体制の構築、適切なステップでのデジタルツール導入が有効です。

対応すべき事項③ デジタル化・物流DXの推進

荷主要望に応える
物流指標管理

荷主との交渉に向けた
収支分析

共同輸配送実現に向けた
配車管理の高度化

実運送体制管理簿作成
・運送契約の書面化

• 紙ベースやExcelなどでの配車・案件管理、書面作成では上記の対応に膨大な工数が発生

• 適切なシステムを選定し、業務のデジタル化により業務負荷を抑えながら対応を推進するとともに、
デジタルツールを活用した経営管理の高度化により全社の物流DXの推進を図っていくことが重要

◼ 物流改正二法を踏まえた対応事項ごとの課題

• 荷主が改善すべき物流指標
（特に積載率）の把握に向け
た情報・データの提供が必要

• 荷主との交渉にあたっては、
現状の収支を正確に把握し、
定量的なデータをもとに交渉
を進めることが必要

• 共同輸配送の実施に当たって
は多数の関係者や柔軟な料金
体系・配車管理の対応が必要

• 実運送体制管理簿作成、運送
契約の書面化の負荷軽減に向
けては、デジタルツールの活
用が必要不可欠
（前述の内容参照）
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運送会社向けシステムサービスマップ

営業・受発注 配車・案件管理 実績管理
労務

車両管理
請求・支払

会計
その他

包括的基幹システム（ERP）

配車手配
マッチング

配車管理システム

自動配車システム

バース管理
システム

請求書発行
システム

会計システム

日報管理システム
倉庫管理
システム
（WMS）

営業支援システム

荷主システム

労務時間管理
システム

デジタコ
動態管理システム

車両管理システム
安全管理システム

データ分析
システム

配送管理システム
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DXの取組みが失速する原因の大半は「経営陣および組織上の問題」

0%

20%

40%

60%

80%

100%

多くの企業が既にデジタル変革に着手しているが、

様々な理由で失速・停止する

まだデジタル変革を始めていない

展開はしたが、フルのインパクトが出る前に失速・停止

試験運用後の展開/拡大期に失速・停止

試験運用中に失速・停止

まだ失速・停止していない

不明

失速の原因の殆どは、経営陣および組織上の問題

経営陣の同床異夢 組織能力不足

現場の抵抗 組織内の不十分な合意形成

変革マネジメントの欠如 その他

出所）マッキンゼー
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DXを推進する上では経営戦略そのものが不可欠

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

デジタルに対する

ビジョンと戦略の不足

スタッフの

準備不足

技術的な成約 時間と費用の成約 法律及び規制

デジタル変革の実現における課題

世界平均 日本

出所）DXに向けた研究会 デル株式会社説明資料より

✓ 特に日本人は戦略を考えて意思表明することが苦手

✓ 経営陣・現場担当者の双方にとって納得感のある戦略を考えて言語化すること

✓ 逆に、技術的な制約は特に日本では少ない
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システム導入時にあるべき組織体制 参考：「知識ゼロからのDX入門」株式会社ティー・エル・エス

①経営者が先導する

②経営者と、経営者の右腕となるIT担当者が先導する

③各部署の部長・管理層クラスが先導する

経営者

部長部長部長

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

経営者

部長部長部長

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

経営者

部長部長部長

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

部署メンバー

IT担当者
IT担当部署

✔ 業務のシステム化を行わなくても良い理由はいくらでも作
れてしまうもの。プロジェクトの意義を理解し、社内に伝
播できる人物が先導すること。

✔ プロジェクトリーダーは社内からの人望が厚く、かつ業務
理解が高い人物が良い。ITの知見は後からでもついてくる
ため、最初から重視しすぎないこと。

✔ まずはプロジェクトリーダーがシステムの使い方を理解し、
徐々に周囲に拡げていくこと。一気に全社員がシステムを
触り始めると混乱が生じる。
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運送会社におけるシステム導入のあるべきステップ

ステップ 1
• 誰に、どのような価値を、どうやって提供する企業を目指したいか

• その実現に向けてどのような組織を作るべきか
目指す姿の構想

経営

ステップ 2
• 目指す姿と現状の間にどのようなギャップがあるか

• DXを実現することで、そのギャップをどのように解消するか
戦略の策定

ステップ 3
• 目指す姿の実現に向けて、誰が何を、いつ実行するか

• 何を“クイックウィン”として先行的に実施するか
実行計画の作成

ステップ 4
• プロジェクト推進体制の構築

• プロジェクト責任者、推進リーダー、各業務のリーダー・メンバーの選任
推進体制の構築

システム導入の実行ステップ5

経営

経営

現場担当者

経営

現場担当者

経営

現場担当者
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参考：弊社サービスのご案内
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アセンド株式会社のご紹介

物流の真価を開き、

あらゆる産業を支える。
【運送管理システムの開発販売】

業務から経営まで
運送業をまとめてDX

荷主企業

物流コストの最適化

物流網の再構築

新規事業の立案

運送企業

物流コストの最適化

IT・DX戦略

人事制度構築

行政・業界団体

DXの普及・啓発

業界動向の調査

研究開発・R＆D

【物流コンサルティング】

知見をシステム開発に活かす運送会社の10年後を支援するクラウド型システム
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会社概要

会社名 アセンド株式会社

設立 2020年3月

代表 日下瑞貴

資本金 5億1,900万円（資本準備金含む）

住所 東京都新宿区市谷砂土原町2-7-19

田中保全ビル3階

社員数 40名（業務委託社員を含む）

社員平均年齢 30.1歳

【主要株主】
• 弊社代表

• 弊社役員・従業員

• グロービス・キャピタル・パートナーズ

• ALL STAR SAAS FUND

• SAMURAI INCUBATE

• B DASH VENTURES

【メディア掲載実績】
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外部システム

運送管理システム「ロジックス」の機能概要

案件・配車管理 労務管理 車両管理※

受注案件登録

配車

実績登録(日報処理)

請求/支払

勤務計画 点検・整備計画

勤怠管理

給与計算

点検・整備実績

原価計算

データ可視化(管理会計)

点呼システム

点呼

デジタコ

動態管理

会計システム

財務会計
※開発中の機能を含む
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ロジックスの導入実績

製品リリースから2年で、車両台数10～1,000台規模まで、約100社の運送事業者様にご利用いただいています。

                             

         

本社
所在地

拠点数 従業員数
車両台数

(傭車含む)
主要な輸送物 輸送形態

北海道 2拠点 50名 40台 青果物 地場混載

青森県 2拠点 50名 50台 郵便物 チャーター

福島県 2拠点 90名 80台 食品、鉄鋼資材 JR貨物コンテナ

茨城県 2拠点 45名 40台 鉄工資材 トレーラー

埼玉県 7拠点 500名 1,000台 食品、一般貨物 共配、チャーター

埼玉県 2拠点 15名 100台 薬品 100%傭車で運行

千葉県 3拠点 150名 200台 食品 ルート配送

富山県 5拠点 500名 700台 原料、ケミカル、石油 液体トレーラー

鳥取県 1拠点 15名 15台 芝生、飼料 長距離チャーター

福岡県 8拠点 300名 700台 家具、電化製品 共配

導入実績例
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ロジックスが提供する価値

業務を幅広く効率化しコスト削減 データに基づき、運送会社のDXを実現

請求書発行

30分

独自帳票
４種類

転記作業

9回の転記作業がゼロに！

帳票作成

1クリックで全て出力

事務作業

50%カット 30分→5分

①運賃交渉の成功

年間売上の改善

4,000万円
（関東 / 40台 / 什器配送）

② 案件ポートフォリオ見直し

利益率の改善

20%
（都内 / 50台 / スーパーへの地場配送）
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トライアルのご案内

必要に応じてロジックスのトライアルをご実施いただくことも可能です。

ご
導
入
前

ご
導
入
後

① ゴール確認
➢ 貴社におけるDXのゴールを確認
➢ プロジェクトの体制及び進め方を確認

② 業務ヒアリング
➢ 現場ご担当者様に現行業務を伺い、課題を明確化
➢ ロジックス導入時の業務フローや効果が出るポイントをご説明

③ トライアル
➢ 現場にて、実業務と同等のデータでご利用トライアル
➢ 「本当に業務で使えるか」「ご利用にあたっての課題」を確認

④ 成果報告
➢ 現行業務と課題、及びロジックスによる解決方針を報告
➢ 本導入をご提案

⑤ 利用定着
➢ ロジックスを使った業務への切り替え
➢ トライアルにて検証済みのため、円滑な切り替えが可能

⑥ 活用の発展
➢ 蓄積されたデータを活用し、収益の改善方法を発見・実行
➢ 絶え間ない機能アップデートを通じて、更なる効果を創出
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システム導入の前後工程におけるコンサルティングメニューもご用意しており、

「システムを入れて終わりではなく」、導入後の活用促進・経営課題解決についてもご支援が可能です。

運送事業者向け コンサルティングメニュー

導入前 導入後

中期経営計画策定 M＆A戦略策定 人事制度設計 採用強化支援 社員教育・研修

システム導入

シ
ス
テ
ム
導
入
・
活
用

戦
略
・

組
織
体
制

DX戦略構築支援

業務プロセス再構築

業務要件定義 支援

簡易データ分析診断

BPO支援

データ分析支援

運賃交渉レポート

改善アクション推進支援

経営管理体制 構築支援

車両生涯収支分析

帳票作成支援 データ移行対応

システム間連携 多拠点展開支援

操作方法レクチャー

マスタ設定支援

システム導入支援
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アンケートのお願い

アンケートへご回答いただいた参加者様限定で本セミナー資料をご送付させて頂きます。

各社様の物流改正二法への対応の一助になれば幸いです。
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